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こども家庭科学研究費補助⾦ （成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
分担研究報告書 

 
⺟⼦保健領域における Biopsychosocial Assessment 

(⽣物・⼼理・社会アセスメント)ツールの作成に関する研究 
〜⼀般集団の保護者への実施結果〜 

 
 研究分担者  酒井 さやか （社会保険⽥川病院 ⼩児科/久留⽶⼤学 ⼩児科学講座） 
 研究代表者  永光 信⼀郎 （福岡⼤学 ⼩児科学講座） 
 

 
 
Ａ．研究⽬的 
我が国の⺟⼦保健⾏政が抱える課題は、妊娠

早期からの虐待予防、育てにくさに対する⽀
援、核家族化による⼦育て相談機会の減少と
育児の孤⽴化、相対的貧困率の増加、周産期
メンタルヘルスへの対応など様々挙げられ、
少⼦化にも関わらず、課題は⼭積している 1-

4)。2019 年 12 ⽉に成育基本法が施⾏され、

⽣育過程にある⼦どもおよびその保護者、並
びに妊産婦に対して切れ⽬ない⽀援の重要性
が⽰された。ポピュレーションアプローチで
親⼦の⼼⾝の健康な成⻑を最⼤限に促す視点
や対応が注⽬されている。これを実現するに
は、⼦どもの各年齢の健康課題に寄り添った
⽣物・⼼理・社会的 (biopsychosocial)な観点
から、包括的に切れ⽬なくアプローチするこ

研究要旨 
我が国の⺟⼦保健⾏政が抱える課題は、妊娠早期からの虐待予防、育てにくさに対する⽀援、

核家族化による⼦育て相談機会の減少と育児の孤⽴化、相対的貧困率の増加、周産期メンタルヘ
ルスへの対応など様々挙げられ、少⼦化にも関わらず、課題は⼭積している 1-4)。2019 年 12 ⽉
に成育基本法が施⾏され、⽣育過程にある⼦どもおよびその保護者、並びに妊産婦に対して切れ
⽬ない⽀援の重要性が⽰された。ポピュレーションアプローチで親⼦の⼼⾝の健康な成⻑を最
⼤限に促す視点や対応が注⽬されている。これを実現するには、⼦どもの各年齢の健康課題に寄
り添った⽣物・⼼理・社会的 (biopsychosocial)な観点から、包括的に切れ⽬なくアプローチする
ことが重要である。 
現在、各⾃治体の保健センターや医療機関等において、医師・保健師・看護師・助産師による

新⽣児健診や家庭訪問、産婦健診、乳幼児健診等の場で「エジンバラ産後うつ病質問紙票」、「⾚
ちゃんのきもち質問票」、「育児⽀援質問票」等がセットで使⽤されている。これらも充分親⼦の
⽀援に役⽴つものではあるが、保護者の回答負担を軽減し、biopsychosocial な観点で、⽀援が必
要な家庭を早期発⾒し、家庭福祉分野など関係機関と連携するためのエビデンスに基づいた客
観的リスク評価指標が求められている。本研究課題では biopsychosocial な視点を含んだ保護者
⽀援の質問紙 (Biopsychosocial Assessment tool)を作成し、その有⽤性を評価している。本年度
は初年度に作成した Biopsychosocial Assessment tool を社会保険⽥川病院⼩児科に乳幼児健診
や予防接種などで通院した⼀般集団の児の保護者を対象とし実施した。 
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とが重要である。 
現在、各⾃治体の保健センターや医療機関等
において、医師・保健師・看護師・助産師に
よる新⽣児健診や家庭訪問、産婦健診、乳幼
児健診等の場で「エジンバラ産後うつ病質問
紙票」、「⾚ちゃんのきもち質問票」、「育児⽀
援質問票」等がセットで使⽤されている。こ
れらも充分親⼦の⽀援に役⽴つものではある
が、保護者の回答負担を軽減し、
biopsychosocial な観点で、⽀援が必要な家庭
を早期発⾒し、家庭福祉分野など関係機関と
連携するためのエビデンスに基づいた客観的
リスク評価指標が求められている。本研究課
題では biopsychosocial な視点を含んだ保護者
⽀援の質問紙(Biopsychosocial 
Assessmenttool:BPS-AT)を作成し、その有⽤
性を評価する。 
研究班ではこのツールの妥当性や信頼度を検

証するために、福岡⼤学・社会保険⽥川病院
に乳幼児健診や慢性疾患で通院中の保護者を
対象とし、データ収集を⾏う予定である。 
 
Ｂ．研究⽅法 
＜Biopsychosocial Assessment tool＞ 
本研究代表者・分担研究者間で討議された
BPS-AT は、複数の候補質問の中から、エキ
スパートオピニオンをもとに 12 項⽬に選
定をした(図)。 
従来型と⽐較して、⼼理社会的因⼦に重きを

置き、保護者の回答負担を軽減するため設問
項 ⽬、内容を厳選したものである。回答が 7
段階のリッカート尺度になっており、従来の
問診票の”はい”、”いいえ”、”どちらでもな
い”の選択肢とは異なり、点数で定量化できる
問診票になっているため、数値化により、優
先的に⽀援が必要な家庭等を早期にスクリー
ニングできると思われる。現在、各⾃治体に

おいて、育児⽀援家庭のアセスメントは標準
化されていない。⽇本でエビデンスのある質
問紙があれば、健診票の質問（問診）項⽬選
定の際など⾏政活動の⽀援に寄与すると思わ
れる。 
 

 
図：BPS-AT(選定された 12 項⽬の保護者⽀
援の質問紙) 
 
＜研究対象＞ 社会保険⽥川病院⼩児科外来

に通院中の患者の保護者(20 歳以上)を対象と
する。保護者は両親のいずれかとする。  

選択基準: 4 か⽉健診、1 歳 6 か⽉健診、3 歳
健診(低出⽣体重児の場合は修正⽉齢)などの

乳幼児健診や予防接種および⽇常診療で受診

した乳幼児の保護者(20 歳以上)を対象。  

除外基準: 不適切回答を⾏なったもの 
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＜研究⽅法＞ 研究の⽬的を説明し、同意が
得られた保護者に 2 種類(BPS-AT と Parent 
stress index)の育児関連に関する質問紙を記載
してもらう。⼩児科外来で提出してもらい、
記⼊後は外来受付で回収した。今回、PSI は
⽇本版 PSI 育児⽀援アンケートショートホー
ム(PSI-SF)を使⽤した。また、診療録より被
験者(保護者)の⼦どもの年齢、診断名の情報
を得る。協⼒費として 300 円のクオカードを
主治医より受け取る。  
※Parent stress index：国際的に標準化された
親の育児ストレス、親⼦や家族の問題などを
アセスメントする質問紙。援助の必要なケー
スの早期発⾒などに活⽤される 5)。 

＜倫理⾯への配慮＞ 研究対象者のプライバ
シーおよび個⼈情報保護に⼗分配慮し、保有
する個⼈情報等の保護に必要な体制および安
全管理措置を整備する。個⼈情報保護のため
に、本研究では匿名化してデータを管理す
る。研究を実施するに当たって、社会保険⽥
川病院医に関する倫理委員会で審査を受け承
認された(識別番号 R23010)。 
 
Ｃ．研究結果 
 2023 年 6 ⽉〜2024 年 1 ⽉の期間に乳幼児
健診や予防接種、⽇常診療で受診した 81 名の
保護者に実施した。1 名が同じ選択肢を記⼊
し続ける不適切回答のため除外した。回答者
は全て⺟親で、⼦どもの平均年齢は 2.0 歳
(0.3〜5.9 歳)であった。BPS-AT の平均値は
30.72±10.22 点、PSI-SF の総点の平均値は
35.89±9.61 点であった。 

 
 BPS-AT と PSI-SF の結果を散布図に⽰
す。PEARSON 相関係数は 0.806 であり、両
者には正の相関関係が⾒られた。BPS-AT も
保護者⽀援に有⽤である可能性が⽰唆され
た。 
 
Ｄ．考察 
 ⺟⼦保健領域には様々な課題があり、これ
らを早期発⾒し、関係機関と適切な連携を図
るにはエビデンスに基づいた客観的リスク評
価指標が必要となってくる。今年度
biopsychosocial な視点を含んだ保護者⽀援ツ
ールとして開発した BPS-AT を乳幼児健診や
予防接種、⽇常診療で受診した⼀般乳幼児の
集団の保護者に実施した。本調査で B P S―A 
T が保護者⽀援に有⽤である可能性が⽰され
た。⺟⼦保健領域はどのような問診(質問紙)
を⾏うことで、要⽀援の家庭をピックアップ
できるかエビデンスが乏しい部分もあり、今
後⺟⼦保健領域の⽀援の参考にできるのでは
ないかと期待される。 
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Ｅ．結論 
 ⺟⼦保健活動における Biopsychosocial 
Assessment tool の開発は、切れ⽬ない妊産婦
の⽀援や児童虐待予防において有⽤である可
能性があり、今後も研究計画を進めていく予
定である。 
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なし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
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なし 
2．実⽤新案登録 
なし 
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